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　（7）二重主権論と二重の危険
　州による刑事訴追がなされた後に同一の犯罪について連邦が刑事訴追を
なしうるか、逆に連邦による刑事訴追がなされた後に同一の犯罪について
州による刑事訴追がなされる場合はどうかという争点に関するこの時期の
　　　　　　　　　　　　　　（249）判決として、L催紹及び1〉i挑碗がある。
　　　　　　　　　　（250）i　United　States　v．Lanza（1922）
（i）事案の概要
　被告人Vito　Lanzaほか4名（以下Xら）は、酒類（intoxicating　liquor）
の製造、運送、所持、酒類製造のための材料の所持等の連邦禁酒法
（National　Prohibition　Act）違反の事実で連邦地方裁判所（ワシントン州西
部地区）に起訴されたが、同裁判所は、Xらがすでに州裁判所において同
一の事実につき有罪とされていることを理由に公訴を棄却した。これに対
し、検察（合衆国）側が誤審令状を求めて上訴したところ、連邦最高裁判
所は以下のように述べて原判決を破棄し、これを差し戻した。
（ii）争点
　連邦法および州法によって禁止された行為をなした者を州・連邦の双方
において訴追し、処罰することは、合衆国憲法修正第5条の二重の危険条
項に違反するか
（iii）判決〔Taft長官執筆による法廷意見より〕
　「ここで問題となっているのは、二っの主権である。それらは、相異な
る源からその権力を得ており、互いに同一の領土内における同一の主題に
ついて取り扱う権能を有している。いかなる立法も憲法の修正条項により
禁止された行為を適法とすることはできないという制約の枠内であれば、
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これら主権は、各々他方から干渉されることなく、一定の禁令を維持する
ための法律を制定することができる。これらの主権の各政府は、その治安
と尊厳に対する侵犯行為を決定するにあたり、自らの主権を行使している
のであって、他方の主権を行使しているわけではない。
　したがって、連邦および州政府双方によって犯罪と指定された行為は、
双方の治安と尊厳に対する侵犯行為であり、それぞれの政府によって処罰
されうるのである。修正第5条は、当初より存在する他の修正8か条同
様、連邦政府による手続にしか適用されず……、同条において禁止される
二重の危険は、連邦政府の権限において同一の犯罪に対して裁判が行われ
た後に、連邦政府の権限に基づいてなされる二度目の訴追なのである。本
件においては、同一の行為が州法違反の故にワシントン州に対する犯罪と
なると同時に、合衆国禁酒法違反として合衆国に対する犯罪ともなる。そ
こで、被告人は、同一の行為により二っの異なる犯罪を犯したこととな
り、ワシントン州の裁判所による同州に対する犯罪についての有罪判決
は、それとは別の合衆国に対する犯罪についての有罪判決ではなく、した
　　　　　　　　　　　（ゐ1）がって、二重の危険ともならない。」
　　　　　　　　　（252）ii　pennsylvania　v．Nelson　（1956）
（i）事案の概要
　著名な共産党員であったSteve　Nelson（以下X）は、ペンシルベニア
州の反政府活動取締法（Sedition　Act、以下「州法」）違反の事実により起
訴され、郡裁判所において有罪判決を受けた。この判決は控訴審において
も維持されたが、州最高裁判所は、本件では合衆国に対する反政府活動が
問題となっており、その限度においては当該州法の規定は合衆国に対する
反政府活動を禁止する連邦Smith法によって廃止されたと見るべきであ
るとして控訴審の判断を破棄した。そこで、州側が上告したところ、連邦
最高裁判所は原審の判断を維持したが、傍論において、被告人側から提起
されていた二重処罰に関する争点に触れ、以下のように述べた。
　140　早法77巻4号（2002）
（ii）争点
　州法に基づく処罰と連邦法に基づく処罰が二重処罰となるか
（iii）判　決〔Warren長官執筆による法廷意見より〕
　「（当該州法は連邦Smith法によって廃止されたものと解されるため、）……
当裁判所は、合衆国に向けられた同一の外的行為（overt　acts）に対する
二重ないし重複処罰が憲法上承認されるかどうかという問題には判断を示
さない。当裁判所は、二重処罰を意図したものとしか解しえない規定が存
在しない限り、議会が二重処罰を許容することを意図していたものと推測
　　　　　　（253）
することはしない。」
　（8）同一手続における二重処罰の禁止
　毅疵ある宣告刑をその執行前に訂正する行為、ないしその訂正された刑
を執行することが二重危険条項違反となるか、宣告刑（の一部）が執行さ
れた後にその刑が訂正され、訂正後の刑が執行された場合についてはどう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2弘）かという点につき判示したものとしてβ昭41の、βo駕σがある。
　　　　　　（255）i血rεBradley（1943）
（i）事案の概要
　William　Bradley（以下X）は、連邦巡回控訴裁判所（第3巡回区）にお
ける審理中に裁判所侮辱罪を犯したとして当該裁判所による有罪判決を受
け、6月の拘禁「および」罰金500ドルの支払い並びに当該罰金刑の執行
が完了するまでの収監（拘禁）を命ぜられた。Xは、1942年9月28日に収
監され、10月1日に裁判所事務官に対し、その弁護人を通じ、現金で罰金
を支払った。しかし、その直後、連邦法上宣告可能な刑罰が拘禁「また
は」罰金であったことに気づいた裁判所は、同日、宣告刑のうち六月の拘
禁刑のみを残す旨の命令を出し、これを事務官に通知して、受領した金銭
を弁護人に返却するよう命じた。弁護人は受領を拒否し、当該金銭は事務
官の手元に残った。身柄拘束中のXは、裁量上訴受理の上訴状（peti－
tion）により連邦最高裁判所の判断を求めた。これに対し、連邦最高裁判
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　　　　　　　　（256）所の法廷意見は五魏影を参照しつつ以下のように述べ、被告人の身柄拘束
を解く旨の指示を付して裁判所侮辱罪の有罪判決を破棄し、巡回控訴裁判
所に差戻した。（なお、Stone裁判官の反対意見がある。）
（ii）争点
　報疵ある刑の宣告（罰金500ドル及び拘禁6月）にそって罰金が支払われ
た後、刑の宣告をやり直して被告人に拘禁6月を宣告することが二重危険
条項に違反するか
（iii）判決〔Roberts裁判官執筆による法廷意見より〕
　「10月1日に罰金が裁判所書記官に支払われ、かつ正式に受領されたこ
とをもって、上訴人は法的に科されえた刑の一部（の執行）を受けたので
ある。かくして、法律上その宣告が択一的とされている二つの刑の一方が
充足され、裁判が執行された以上、裁判所の権限はその時点で終結してし
まっている。罰金が完全に国庫に帰属する（coveredintotreasury）に至っ
ていないという事実は重要ではない。当該罰金はそれを受領する権限のあ
る合衆国官吏たる書記官に支払われたのであり、受領後に当該書記官がそ
の罰金をどのように取り扱ったかは、上訴人の権利には関係のないことで
ある。
　以上より、（罰金支払い）後になされた宣告刑の訂正によってすでになさ
れた裁判の執行が（遡って）妨げられることになるわけではなく、その目
的でなされた（当該訂正の）試みは効力を持たない。当初の宣告刑の択一
的かつ有効な一部分が充足されたことにより、上訴人は爾後の拘束を免れ
　　　　　　　　　（257）る権利を手にしたのである。」
〔Stone裁判官執筆の反対意見より〕
　「罰金刑により犯罪者に科される刑罰の実質は、その支払った金銭の所
有権をその者から剥奪する点に存する。本件においては被告人は裁判所事
務官に支払った金銭の所有権を剥奪されてはいない……拘禁刑の執行は二
重処罰であるとする（上訴人の）主張は実質を伴うものではないと考えら
れる。
　142　早法77巻4号（2002）
　憲法は形式ではなく実質にかかわる事項を対象としている。憲法の文言
や歴史に鑑みても、その規定の常識的な適用は禁止されていないし、それ
らの規定が『法は些事に関せず』という原理（principle　de　minimis）の作
　　　　　　　　　　　　　　　　（258）用を受けないものとされているわけでもない……。」
　　　　　　　　　　（259）ii　Bozza　v．Unite〔1States　（1947）
（i）事案の概要
　Zachary　Bozza（以下X）および自称Chirichilloの2名は、蒸留酒製造
場の運営に関与し、もって連邦内国歳入関係法規（lntemal　Revenue　laws）
に違反したとして5つの訴因を含む起訴状により起訴され、連邦地方裁判
所（ニュージャージー地区）で審理を受けた結果、いずれの訴因について
も有罪とされた。このうち、第一訴因については、その根拠となる法律に
おいて、最低限「100ドルの罰金刑および拘禁刑」の宣告が必要的（man－
datory）である旨規定されていたにもかかわらず、起訴全体に対して実際
に宣告されたのは拘禁刑のみであった。この報疵に気づいた裁判所は、右
宣告の5時間後にこれを訂正し、100ドルの罰金の支払を付加した。Xの
控訴を受けた連邦巡回控訴裁判所（第3巡回区）は、二つの訴因に対する関
係では証拠不十分を理由に第一審判決を破棄したが、残りの3訴因につい
てはこれを維持した。そこで、Xが二重危険条項違反等を理由に上告し
たところ、連邦最高裁判所は、以下のように判示し、これを斥けた。
（ii）争点
　いったん宣告した刑をその5時間後に訂正して加重する（罰金刑を付加
する）ことが、二重危険条項に反するか
（iii）　判決〔Black裁判官執筆による法廷意見より〕
　「ある宣告刑が、その刑の宣告を基礎付ける刑事法規の文言に反する場
合には、その澱疵は重大であり、上訴ないしは人身保護令状手続によりそ
の刑の宣告が取り消されうることはすでに先例上十分に確定されていると
ころである……これらの先例においては、過度に重く宣告された刑は、上
告人を以後完全に免責することによって是正されたのではなく、当初事件
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が係属していた裁判所において一少なくとも同一の開廷期中に一右無効な
宣告刑を適法なものに修正することによってなされたのである。……この
ような先例に鑑みると、本件上告人が刑の宣告のため二度裁判官の面前に
立たされ、二度目の宣告がなされるまでの5時間を連邦拘禁施設の中で過
ごさなければならなかったことが二重の危険を構成するとはいえない
　一。上告人は、本件においては、宣告刑を適法なものに是正することが
刑の加重を意味するのであって、本件にはこれら先例は適用されないとす
る……憲法は、刑の宣告が裁判官の誤った指し手（move）を理由に収監
者を免責するゲームとなることを要請しているわけではない。……本件に
おいては、裁判所は『権限なくして行ってしまった行為を取り消し、その
代用として、法律上要請されている一犯罪者であるとする有罪判断に基づ
　　　　　　　　　　（260）く一指示を下したにすぎない』。……これにより上告人が二度同一の犯罪
　　　　　　　　　　　　　　（261）について危険に置かれたわけではない。当該宣告刑の訂正により、一つの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（262）犯罪に対する無効な処罰ではなく、有効な処罰が科されているのである。」
　（9）刑事手続（処分）・非刑事手続（処分）相互の関係における
　　二重の危険
　刑事手続／処分および非刑事手続／処分の重複が問題となった判決とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2盤）て特に象徴的なのが、κ％ゆ勿、悔吻％s飽郷s、〃F批h611である。
　　　　　　　　　　　（2餌）i　M皿phy　v．United　States（1926）
（i）事案の概要
　Thomas　MurphyおよびVincent　Murphy（以下Xら）は、連邦禁酒法
21条違反の罪（酒類所持によるニューサンスの維持）に基づき起訴され、無
罪判決を受けた。しかし、その後、合衆国が原告となり同法22条に基づ
き、右起訴の対象とされたのと同一のニューサンスの除去を求めてエクイ
ティー上の訴訟を提起した。連邦地方裁判所（ニュージャージー地区）は
Xらの前の無罪の主張に基づく公訴棄却申立を認めず、原告側の主張を
いれ、右ニューサンスを除去する命令（decree）を下した。これに対しX
　144　早法77巻4号（2002）
らが控訴したところ、連邦巡回控訴裁判所（第3巡回区）は下記争点に関
する連邦最高裁判所の判断を求め、意見確認（certification）手続をとっ
た。連邦最高裁判所は、以下のように述べ、ニューサンス除去命令が禁止
されないとする判断を示した。
（ii）争点
　前の刑事訴追における酒類所持によるニューサンスに関する無罪判決
は、裁判所がエクイティー上の訴訟おいて右ニューサンスを除去する命令
を下すことを禁止するか
（iii〉　判　決〔Holmes裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（刑事裁判において無罪とされた後にさらに別の手続において処罰されえな
いという）上訴人の主張はもっともらしく聞こえる（plausible）が、その
根拠は薄弱（unsound）であるように思われる。……（一定の処分が）犯罪
行為の結果として課されたものであるという事実だけでは決定的とはいえ
ない。国は一定の事実の発生を防止することに努め、同時に、当該事実が
発生してしまった場合には、法律上合法な行為が課税対象となるのと同様
に当該事実を課税の対象として規定することができる。……それと同様
に、ある土地の所有者がその行為によって犯罪者として有罪となるか否か
に関係なく、国はニューサンスの除去（abatement）を定めることができ
る。……（本件規定の射程やその規定を合憲的に解釈する必要がある点からす
ると、当該規定は）予防（prevention）目的のものであり、無罪判決後には
科されえない二度目の処罰を目的としたものではないと思われる。……
（そうであれば、）本件における（除去）命令は前の判決によって無罪とさ
れた犯罪行為に対する処罰を科したものではない……確かに、前訴と後訴
において両当事者は同一であるが、刑事訴訟における判決は本件における
争点を既判事項（res　judicata）とするものではない……。国は上訴人らを
有罪であると証明することはできなかったかもしれないが、本件土地にニ
ューサンスが存在したことを適法に（その当時）証明することができたで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（265）あろうし、（新たな訴訟においても）証明することができるのである。」
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（266）ii　Various　Items　of　Personal　Pmperty　v．UniteαStates（1931）
（i）　事案の概要
合衆国は、蒸留酒製造会社たるWaterloo　Distilling　Co．（以下X社）が
詐欺的手段により所定の税金の納入を免れたのは1918年改正内国歳入法
600条に違反するとして、X社の所有にかかる蒸留酒製造所、変性工場
（denaturing　plant）、倉庫（以下X財産）の没収を求めて連邦地方裁判所
（ニューヨーク西部地区）に訴えを提起した。被告たる右会社は、すでに同
条違反行為の共謀罪で刑事訴追を受け有罪とされていること等を主張して
争ったが、右裁判所は原告の主張を認め、右財産の没収を命じた。そこ
で、被告たるX財産側が控訴したところ、連邦巡回控訴裁判所（第2巡回
区）はこれを棄却した。そこで、被告側がさらに上告したところ、連邦最
高裁判所は以下のように述べ、これを棄却した。
（ii）争点
　内国歳入法（Revenue　Act）600条に違反する行為に向けられた共謀の罪
による有罪判決が、同条違反の行為をなす際に使用された不動産（prem－
ises）を没収するための手続を阻止するか
（iii）判決〔Sutherland裁判官執筆による法廷意見より〕
　　　　　（267）　「（五αF窺η侃においては、納税を求める訴訟が、実は処罰的性質を有する過
料支払を請求する訴訟であって、これは前の刑事有罪判決により禁止されると
されたが、）本件は、その事案とは異なり、犯罪を実行するに際し用に供
された財産を没収する対物手続である。……ここで手続が向けられ、さら
に、生命も感情も持たないものとしてではなく　　法的フィクションによ
り一意識を有するものとして有罪非難を受けるのは、財産なのである。
刑事訴追においては、手続が向けられ、有罪とされ、そして処罰されるの
は、違法行為者本人である。（また、）没収は刑事犯罪に対する処罰には含
まれていない。……二重の危険に関する限り、憲法修正第5条の規定は本
　　　　　　　（268）件には適用されない。」
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　　　　　　　　　　　（269）iii　Helvering　v．Mitchell（1938）
（i）事案の概要
　内国歳入庁（長官Guy　T．Helvering、以下Y）は、Charles　E．Mitche11
（以下X）の脱税行為を理由に加算税の支払を求める訴えを合衆国租税訴
願庁（Board　of　Tax　Appeals）に提出した。Xは右脱税行為につきすでに
刑事訴追され、無罪判決を得ていることなどを主張して争ったが、右訴願
庁は、たとえXが右請求の基礎となっているのと同一の行為について、
故意に脱税を試みる罪で刑事訴追され無罪とされている場合でも、国が主
張するように連邦所得税の未納額の50％を付加的に徴収することは禁止さ
れないとした。これを不服としてXが控訴したところ、連邦巡回控訴裁
判所（第2巡回区）は、右訴願庁の判断を破棄した。そこで、Yが上告し
たところ、連邦最高裁判所は次のように判示して原判決を破棄した。
（ii）争　点
　前の刑事訴訟における無罪判断は、res　judicataの法理により、また
は、二重の危険の法理により、同一の事実に基づく納税（加算税支払）請
求訴訟を阻止するか
（iii）判決〔Brandeis裁判官執筆による法廷意見より〕
　「主張された金額が税金として支払われるべきか否かを決定する本件手
続は、故意に脱税を試みる罪に関する起訴（訴追）とはその本質を異にす
る手続であるから、本件に裁判（の効力）に関わるcollateral　estoppe1の
法理が適用されるという主張は、本件における争点が（前の）刑事手続に
おいてすでに審理され決定されているという前提に立って初めて可能とな
る……。しかし、この主張には蝦疵がある。……刑事事件と非刑事事件の
間に存在する挙証（立証）責任の程度の相違が、そもそもres　judicataの
原則の適用を阻止している。……刑事訴追に基づく無罪判断により、それ
と同一の事実に基づき、国によって提起された本質的に救済的な（reme－
dial）非刑事訴訟が阻止されないことは、すでに当裁判所が繰り返し判示
してきているところである。……後訴の目的が、前訴と同様に処罰である
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ならば、前訴における無罪判断は後訴を阻止する。なぜなら、処罰を目的
とする後訴を維持することは、被告人を二重の危険にさらすこととなるか
らである。そして、前訴における評決の無罪・有罪の別にかかわらず、二
重の危険は修正第5条によって禁止されているのである。……本件におけ
る制裁が処罰を意図しており、したがって本質的に刑事的な手続となるよ
うな性質のものでない限り、刑事訴追を受けた被告人のために設けられた
二重危険条項は適用されない。一一（本件におけるような加算税）は、一般
的には刑事的でも非刑事的でもありうる。……議会は、同一の作為ないし
不作為に対し、刑事制裁・非刑事制裁の双方を科すことを定める権限を有
する。二重危険条項は、同一の犯罪について、二度処罰すること、あるい
は刑事的に二回目の処罰を試みることを禁止しているだけだからである。
　・（本件の規定を見る限り、議会は非刑事手続による非刑事制裁を意図してい
たようであり、）非刑事手続は、刑事訴追の公判（tria1）に適用される諸原
則や憲法上の種々の保障と適合せず、これらの原則や保障は、救済的制裁
の実現のために非刑事手続が規定されている場合には適用されない。・…
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（270）救済的制裁の非刑事的実現にあたっては、二重の危険はありえない。」
2．検　　討
　さて、簡潔にではあるがここで上に掲げた第二期の二重の危険をめぐる
それぞれの判決を検討し、この時代の二重の危険の輪郭を確認しておきた
い。また、二重の危険の発展という観点からするこれら判決の意義を検証
してみたい。
　（1）無罪判決後の検察官上訴の禁止
　この時代の二重の危険を象徴する判決の一つであるKの泥7は、無罪判
決に対して検察官上訴がなされた事案であるが、まず危険発生時期につい
　　　　（271）
て、Col6耀nなどを参照しつつ、①「起訴され（charged）、適切に組織さ
れかつその者を審理する権限を有する裁判体（tribuna1）の面前に置かれ
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た者は、その時点で危険に置かれている」こと、②陪審のみが裁判権を有
する法域においては、「被告人の申立に伴い陪審が召喚され構成されるま
ではいかなる法的危険も発生しない」が、③ここではおよそ二重「審理」
が禁止される以上、右以外の法域において、「裁判権を有する裁判体によ
って審理を受けたならば、被告人は危険に置かれた」こととなる点を確認
（刀2）　　　　　　　　　（273）
した。そして、さらに、B41」に従い無罪判決が終局的（fina1）であること
を確認し、無罪判決後の検察官上訴が禁止されるという結論を示した。
　本判決によれば、二重危険条項は二度目の処罰の危険からではなく同じ
犯罪について再度審理される（tried）ことから被告人を守るものであっ
て、ここで重点があるのは二重「審理」の禁止の点であることとなる。た
だ、これは二重危険条項の保障から二重「処罰」の禁止という保障を放擦
してしまう趣旨で述べられたのではない。それは、後にRεB昭41のなど
において同条項による二重処罰の禁止が確認されていることからも推測で
きよう。
　この判決はこの点以外にも、有罪・無罪を決する権限を有する第一審裁
判所がいったん被告人を無罪としている以上、「上訴審においてであれ、
実体について再度審理することは、被告人を同一の犯罪につき二度目の危
険にさらすことになる」と述べている。これは、二重の危険の観点からす
れば、実体審理が行われる限り、再起訴に基づ’く事実審理の場合と上訴に
基づく上訴審における審査の場合で違いがないことを示唆しているものと
考えられる。
　一方、本件におけるHolmes裁判官の反対意見は、「危険は、その事件
の始まりから終わりまでの一つの継続した危険」であり、「同一の事件に
おける二度目の（新たな裁判所による）審理は、原審で開始された危険が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（274）継続（延長）されたものに過ぎない」とし、有力に「危険継続論」を展開
した。この見解によって示された「継続的危険」の概念は、無罪判決後の
検察官上訴に関する限りではその後一度も法廷意見となることはなかっ
（275）　　　　　（276）
たが、その他の場面においては、形をかえて法廷意見の中に取り入れられ
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　　　　　　（277）て行くこととなった。
　他方、このようにK勿彫7によって確認された二重審理の禁止を重視
し、無罪判決の終局性を控訴審における証拠不十分を理由とする有罪破棄
の判断にも及ぼそうとしたのが、S砂〃におけるDouglas裁判官の補足意
見である。ここにおいて、右裁判官は、「証拠の不足を理由とする無罪判
決後の再審理の認容」が「修正第5条の禁令（command）に違反する」と
し、「控訴審が証拠の不足を理由に無罪判決を命じた場合とK勿彫7の場
合との間に違いは見当たらない」としたうえで、「証拠の不足を理由とす
る無罪判決は紛争に終止符を打ち、被告人からの再審理の申立がない限
り、二重の危険の保障のもと、その紛争を葬り去る」ものであるとし、控
訴審の有罪破棄判断も含め、証拠不十分を理由とする無罪判決の終局性を
　　（278〉
強調した。
　（2）被告人上訴による有罪判決破棄後の再訴追の許容
　1905年のTzo％oは、第一審の被包含犯罪についての有罪判決を、被告
人の上訴を受けた控訴審が破棄したのを受け、当初の起訴の内容に従って
再審理がなされたという事案につき、放棄の理論を用いてこの再審理を適
法とした。この判決は、被告人が有罪判決に対して自ら上訴した結果破棄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（279〉判決が出された場合にっいて再審理を許容したβ¢llのルールを、被包含犯
罪での有罪（大なる犯罪についての無罪）破棄後の再訴追の場面に応用した
ものである。ただ、ここでは、右再審理が許容される理由として、明確に
放棄の理論（doctrine　of　waiver）が採用されており、その放棄の範囲も有
罪とされた範囲に限定されず、当初の起訴事実全体に対する保護の放棄で
あるとされているのが特徴的である。
　一方、これに対しては、Mckema裁判官の反対意見があり、そこで
は、二重の危険の法理による保障を受ける権利がいかに重大なものである
かが述べられ、「憲法上の保障や法律上の救済」は「取引（物々交換bar－
ter）」の対象とされてはならない、「すなわち、被告人が正当な無罪判決
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による保護を放棄しなければ他の犯罪に対する不当な有罪判決の審査を要
求できないとすることは許されない」とされたのである。このような反対
説の存在は、連邦最高裁がその後も放棄の法理を採用していくべきかとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（280〉う点につき、激しい議論を招来することとなった。
　（3）Same　offenseの判断基準一σα漉7eε一．BZoc伽7gεr基準へ一
　Same　offenseの判断基準については、変遷が見られる。すなわち、
1906年のβ％吻％においては、前訴及び後訴にかかる公訴事実が「両方と
も同一の証拠によって証明されえない程度に異なっている場合には、危険
　　　　　　　　　　　　（281）は同一ではない」とされ、C魏67が踏襲されている一方で、両犯罪が
「法律面においても事実面においても同一」でなければならず、「事実の点
においていかに密接に関連していたとしても、法律点において完全に別個
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（282）のもの」であれば、二重の危険にはならないことが付言されている。
　また、1911年のG伽6z6sにおいては、被告人が「同一の行為」につい
て「審理を受けた」かどうかではなく、「同一の犯罪」について「危険に
置かれた」かどうかが問題であることを前提に、その「同一の犯罪」を判
定する基準が、一方の起訴事実について有罪を証明するために必要とされ
る証拠が他方の起訴事実についても有罪を支持（保証）するのに十分であ
るかどうかであるとされた。さらに本判決においては、ある「単一の行為
が二つの法律に違反する」場合には、「もしそれぞれの法律が他方の法律
とは別の事実の証拠（証明proof）を要求するのであれば、一方の法律に
基づく無罪ないし有罪は被告人を他方の法律に基づく訴追及び処罰から解
放しない」とされた。ここにおいて、後に「同一証拠テスト」とも「同一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（283〉（2艇）要素テスト」とも呼ばれることとなる重要な基準が提示された。
　さらに、1912年のρ宛～においては、前訴（暴行）と後訴（右暴行によっ
て被害者を死亡させた殺人）の起訴事実が、「その構成要素において同一で
ある部分もあるが、法律面においても、事実面においても別個の犯罪であ
る」として．B醜伽ルールが適用されることが示され、さらに、両事実が
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別個であると判断する理由として、①殺人罪の「中心的要素」たる「死
亡」が暴行罪の要素となっていないこと、②被害者死亡の時点において初
めて被告人を殺人罪についての危険に置くことができるようになったもの
であるところ、暴行罪での審理の時点では死亡という事実はまだ存在して
いなかったため、その危険が存在していなかったこと、③当地の法律によ
れば治安判事は殺人罪について管轄権を有しておらず、したがってそこで
の審理により生じた危険も、その管轄外の犯罪にまで及ぶものではない、
④したがって、被告人が主張しえた危険は「暴行罪について再び訴追され
ることからの保障、すなわち殺人罪の裁判において被包含犯罪としてこれ
が認定されることからの保障」であったことが掲げられている。
　ここでは、「中心的要素」の同一性が問題とされ、さらに一方の訴追の
時点における他方の犯罪についての事実上および法律上の訴追可能性の点
が指摘され、その上でそれらの考慮に基づいて危険の範囲が画定されてい
るのである。ただ、ここでは事案が特殊であったこともあり、訴追可能性
の有無の点などの判示は、まさに事例判断を示したに過ぎないともとれる
　　　　（285）
ものであった
　　　　　　　　　　　　（286）　そして、Gα∂」6z6sを踏襲した1932年のBloo効κ響67においては、厳密
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（287）には直接二重の危険における「同一の犯罪」についてではなかったが、
「同一の行為が別々の法律規定に違反する場合、犯罪が二つなのか一つだ
けなのかを判断するために用いられる基準は、それぞれの規定が他方によ
っては必要とされない付加的な（additiona1）事実の証明を必要としてい
るか否かである」とされた。
　この基準がそもそも二重の危険の適用要件たる犯罪同一性の判断基準と
しても用いられる筋合いのものであるか、そうであるならば、これまでの
判例で示されたテストとはどのような関係に立つのか等についてはなお争
　　　（2路）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2甜）いがあるが、ここでひとまず一つのモデルが確立されたのである。
　一方、1946年のP劾舵吻ηにおいては、「共謀の対象となった実体犯罪
と共謀罪」がそれぞれ「独立した別個の（separate　and　distinct）犯罪」で
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あるとの結論が示され、後の訴追において有罪判決を下す際に致命傷とな
るのは、「犯罪の同一性」であるとされたが、それがいかなる基準によっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（290）（291）て判定されるかについては判断が示されなかった。
　（4）Res　judicαtaと二重の危険の峻別
　この時期においては、非刑事訴訟における既判事項の法理たるres
judicataが刑事事件においても存在するのか、存在するとすればそれと二
重の危険との関係はどうなるのか、広義のresludicataに含まれるcollat－
eral　estoppe1により、非刑事訴訟における一定の判断が刑事訴訟におけ
る一定の証拠の提出を阻止するかどうかとの点につき、重要な判決が下さ
れた。
　上記res　judicataの点につき、連邦最高裁が初めて具体的に判断したの
猷1916年の（功喫％h6伽67である。このケースでは、いまだ初めの危険
が発生しておらず、二重危険条項の適用がない場合であったところ、後の
訴追がres　judicataによって阻止されるか否かが争われた。本判決は、①
公訴時効という法律上の訴追阻止事由に基づく判決も被告人の実体的な責
任にまで及ぶものであり、実体判決と何ら変わらないこと、②出訴期限法
に基づく抗弁が実体問題についての抗弁である以上、後の訴追において同
じ争点を蒸し返すことができないこと、③管轄を有する裁判所によって判
決が下された場合には、それが有罪であれ無罪であれ、判断された事実と
の関係ではそれが終局的となり、後訴の際に抗弁として提出しうるのであ
って、この点に関する法は、民事訴訟と刑事訴訟とで違いがないことを確
認した。すなわち、res　judicataは刑事訴訟においても適用されるとした
のである。
　本判決はさらに、④修正第5条は、実体的に無罪とされた者を国が再度
訴追するという便宜を図るために、民事訴訟における正義の基本原理たる
res　judicataを排斥することを意図して制定されてはいないことを示し、
刑事事件において二重の危険が適用されない場合においても、res
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（292）judicataの適用が排斥されるわけではないことも明らかにしたのである。
　一方、予備審問における治安判事による釈放判断後の身柄引渡しの訴え
に関する1923年のColJ♂κsは、予備審問を受けた段階では公判審理に置か
れた（placedontria1）とはいえないため、二重危険条項が適用されないこ
と、修正第5条は刑事事件においてres　judicataという基本原理を押しの
ける（supplant）ことを意図していないこと、予備審問のために身柄を拘
束された者の釈放を命じる人身保護手続における裁判所の判決がres
judicataとして働くこともありうることを確認し、ただし、右釈放を命じ
る判断のres　judicataの効力が「その当時彼の身柄拘束が違法であったと
いうこと、そしてその結論に必然的に関係する法律問題及び事実問題だ
　　　　　　　　　　　　　　　（293）け」にしか及ばないことを明らかにした。
　さらに、1948年のS6α⑳ηは、共謀罪とその実行犯罪が別々の犯罪であ
り、原則として両罪についての訴追が可能であるとした上で、一方での訴
追に基づく裁判が他方での訴追に対する関係でres　judicataとなる可能性
を認める。そして、刑事手続においてres　judicataが作用しうること、そ
れが別々の犯罪に対する訴追の場面で「事実評決により確認された争点事
項を最終的なものとする（conclude）作用」を有するとしている。ここで
は、同一犯罪の枠外の事実につ）・てもres　judicataにより再訴が遮断され
　　　　　　　　　　　　　　　（294）る可能性があることが示されたのである。
　さらに、1957年のy漉sにおいては、collateral　estoppe1の法理の適用
により、非刑事手続において証明できなかった事実を刑事手続において再
度証明することが禁止された。すなわち、「前の訴訟がその性質上非刑事
的であったのに対し、本件が刑事事件であるということから、争点効の法
理が適用されなくなるものではな」く、「一定の事実の存在と同様にその
不存在も判決により確定されうる」のであって、「争点効の法理により、
一方当事者が前の訴訟において証明できなかった事実を再度証明しようと
することが禁止される」ことが判示された。
　ただ、ここでは非刑事手続後の刑事手続への争点効の法理の適用の余地
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が認められたにとどまり、刑事手続相互間においてはどうか、刑事手続後
の民事訴訟の場合はどうか、右法理と二重の危険の法理との関係はどうか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（295）などの点についての回答は、後のケースに委ねられることになった。
　（5）評決前の手続打切後の再訴追の許容
　Kの彫7で二重審理の禁止、評決前の危険発生という点が確認された後
も、評決前の手続打切りの場面において再訴追が許容されるとする結論は
　　　　　　　　　　　　　（296）揺らぐことはなかった。ただ、P卿zにおいて示されていた利益衡量のア
プローチを採用するに際し、そこで衡量されるべき利益が具体的にどのよ
うなものであるかが明らかにされるようになった。
　1949年の肱46は、①陪審解散の場面においては、二重審理の禁止も
絶対的とはいえないこと、②二重危険条項が禁止しようとしているものの
一つに「圧制による手続」があること、③「自己に対する裁判を特定の裁
判所により完結させてもらう被告人の貴重な権利」と「正当な判決によっ
て完結することが想定されている公正な裁判に向けられた公衆の利益（公
益）」とが衡量され、後者が優位する場合があること、④どのような場合
に再訴追が許容されるかについては、判断の基礎となる関連要素に精通し
ている人物（事実審裁判官）によってなされるべきであること、⑤様々な
事情を考慮したうえ双方当事者の利益をできる限り侵害しない形で柔軟に
適用されうる点がPε7ε2基準の長所であり、したがって、これを抽象的・
機械的に適用してはならないことを示したものといえる。
　一方、Murphy裁判官の反対意見は、むしろ二重審理の禁止という憲法
上の要請が絶対的であるべきこと、「軍隊の進行」の都合よりも「被告人
への嫌がらせ」の視点から問題を捉えるべきであること、二重審理禁止に
対する例外を柔軟に「便宜的」に認めていくことで憲法上の保障が侵食さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（297）れてはならないことを指摘しているものといえよう。
　なお、1957年のy4孟6sにおけるBlack裁判官の反対意見が、「もし、有
罪を確保するために国側に新たな証拠を収集させる目的で陪審が解散され
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た」のであれば、その解散は二度目の裁判に際して前の危険の抗弁を提出
する十分な根拠となるとして、裁判官が国の有罪確保の便宜を図るために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（298）陪審を解散する危険を指摘している点も注目に値する。
　（6）各州の刑事手続における検察官上訴の許容
　　一二重危険条項の各州の刑事手続への不適用一
　合衆国憲法修正第5条の二重危険条項が修正第14条のデュープロセス条
項を通じて各州の刑事手続に対しても拘束力を有するかという問題につい
て連邦最高裁が初めて判断を示したのが1937年の勲Z肋である。この判
決は、無罪判決に対する検察官上訴を規定したコネティカット州法の規定
が、二重危険条項ないしデュープロセス条項違反にならないとして、右州
法を合憲とした。すなわち、本件規定により、米国における「polityが耐
え忍ぶことのできないほどの激しくかつショッキングな（恐るべき）苦痛
を与える二重の危険」にPalkoが置かれたわけではなく、また、右立法
が米国の「あらゆる文明的・政治的制度の基礎にある自由と正義の基本原
理を侵害する」ものではないことを述べ、その理由として、①州が当該立
法により「被告人を消耗させようとしているわけではな」く、「重大な法
律的蝦疵を伴わない公判審理が得られるまで、被告人に対する裁判が続行
されるべき」ことを要請しているだけであって、それ「は残酷（な仕打
ち）でもないし、過度の苦痛を課すものでもない」こと、さらに、②被告
人が上訴権を有することとの関係で、「もし被告人に不利なi暇疵が存在し
たならば、その申立により、その不正な堰疵が正されるのに必要な回数の
審査がなされた」はずであり、本件立法は「それに対応する特権」を、常
に裁判長の裁量にかからしめる形で州にも認めたに過ぎないことを掲げ
る。
　これによって、ひとまずは州法で無罪判決に対する検察官上訴を規定す
　　　　　　　　　　　　　　（299）ることが違憲ではないことが示された。しかし、この判決は、州の側に被
告人を消耗させる目的がある場合や、被告人に対し残酷（な仕打ち）、過
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度の苦痛となる場合には二重危険条項ないしデュープロセス条項が働く余
地を認めたものとも読める点や、検察官上訴以外の場合一上訴が問題とな
らないような、綴疵のない裁判がなされた後で改めて訴追がなされた場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（300）一については判断していないことを明言していた点に注意を要する。この
判決により二重危険条項の州手続への適用が完全に遮断されたわけではな
　　　　　（301）かったのである。
　（7）同一手続における二重処罰の禁止
　同一手続における二重処罰の禁止については、五σηg6以降大きな展開
はなかったかに見える。1943年の．β履41のにおいては、法定刑は「拘禁
または罰金」であったにもかかわらず、誤って「拘禁および罰金」が宣告
されたが、被告人が罰金を支払うことにより「法的に科されえた刑の一部
（の執行）を受けた」のであり、「当初の宣告刑の択一的かつ有効な一部分
が充足されたことにより、上訴人は爾後の拘束を免れる権利」を手に入れ
たのであるから、その後に裁判所が刑を適法なものに訂正して改めて宣告
したとしても、それは効力を持たないとされた。
　これは、有効に宣告されえた刑につき、被告人の立場から見てその執行
がなされたといいうる場合には、被告人が初めの処罰を受けたものとし
て、その後の宣告刑の訂正、執行が阻止されるということを示しているも
のと考えられる。
　一方、Stone裁判官の反対意見は、支払われた罰金がなお国庫に完全に
帰属してはいないと考えられることから、被告人は罰金刑の実質的意義た
る金銭の所有権の剥奪を受けたものではなく、訂正された刑の宣告に従っ
た拘禁刑の執行は被告人を二重に処罰するものではないとし、憲法を実質
的に、常識的に運用すべきであるとする。
　法廷意見と反対意見の対立は、罰金がいったん支払われ、受領権限を有
する官憲によって受領されたことが「些事」であるか、実質に関わる事項
であるかの点についての評価の相違から来ているものと考えられる。この
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点、二重危険条項の保障を被告人の視点から考えるという姿勢に立つなら
ば、いったん被告人（側）が罰金の支払を済ませた以上、受領者が受領し
た金銭をどうするかは被告人の権利には関係ないとする法廷意見の立場に
　　　　　　　　（302）接近することとなろう。
　執行後の宣告刑の訂正ではなく、執行前の宣告刑の加重方向での訂正に
関する1947年のβ02紹においては、先例上、法規の文言に違反する刑が
宣告された場合には、後に上訴ないし人身保護手続においてそれが取り消
されうるとされてきたこと、及びその宣告刑の是正が同一開廷期中に適法
な宣告刑を言い渡すという形で行われてきていることが確認された。ま
た、当該事件における上告人は「刑の宣告のため二度裁判官の面前に立た
され、二度目の宣告がなされるまでの5時間を連邦拘禁施設の中で過ごさ
なければならなかった」が、そのことによって二重の危険に置かれたわけ
ではないこと、刑の宣告が「裁判官の誤った一手（move）を理由に収監
者が免責されるゲーム」となることを憲法が要請していない以上、裁判所
は刑を加重する方向で宣告刑の修正をすることができ、それは、以前無権
・限で行った行為を取り消し、無効な刑の代わりに有効な刑を宣告している
に過ぎないこと、そうすることで二重危険条項に違反することにはならな
いことが判示された。
　この判決は、二重処罰、二重審理（ないし訴追）という区別をせず、単
純に二重危険条項違反となるかを問題としているが、五催g6やRεB鵤諾
勿との違いを明らかにする上では、①裁判官の面前における二度目の刑
の宣告が二重「審理」となるか、②連邦拘禁施設に5時間待機させられて
いたことが刑の（一部の）執行にあたるか、③加重された刑の宣告・執行
が二重処罰となるかというように問題を区別して判断するという方法もあ
　　　　　　　　（303）りえたように思われる。
　本判決は、適法な刑の宣告がなされるまで被告人は処罰を受け（suf
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（304）fer）ていないことを理由に一L伽g6、B鵤41のと本件を区別しているが、
厳密にいえば、適法に「宣告されえた」刑の執行を受け「終わった」かど
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うかがここでの違いとなっているように思われる。二重危険条項が禁止す
る「処罰」とは、刑の「宣告」であるか、その「執行」であるかという問
題の立て方をすることが許されるならば、この時点では「執行」がなされ
たかどうか一具体的にはさらに一歩を進めて、それが「完遂」されたかど
　　　　　　　　　　　　　　　（305〉うか一に重点が置かれていたことになろう。
　（8）二重主権論に基づく連邦一州での連続訴追・処罰（立法）の許容
　二重主権論による二重危険条項適用回避の判断は、この時代においても
動揺を見せなかった。1922年の「連邦最高裁が初めて連邦・州間での実際
の二重訴追の事案に直面し、適法な他の救済策をもってこの問題を回避す
　　　　　　　　（306）ることができなかった」場合であるとされる1922年のL魏紹は、二重主
権論を根拠に、修正第5条の二重危険条項が禁止しているのは「連邦政府
の権限において同一の犯罪に対して裁判が行われた後に、連邦政府の権限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（307）に基づいてなされる二度目の訴追」だけであることを明言した。
　一方、1956年の．〈セlsoηにおいては、「合衆国に向けられた同一の外的
行為（overt　acts）」に対する州・連邦双方による処罰が二重危険条項の禁
止する二重処罰になるかという問題が提起されたが、判断が示されるには
　　　　　（308）
いたらなかった。
　一方、1907年の0名ゆoηにおいては、軍事裁判所・通常裁判所相互の関
係において、両者が連邦政府からその権限を付与されているために二重主
権論は適用されず、これら裁判所相互の間での二重危険条項の適用が肯定
されるとされている。これは、「主権（sovereign）」の意味を厳格に捉え、
二重「主権」論の適用を限定することで、結果として二重危険条項の適用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鵠9〉範囲が拡大される余地を認めたものとして注目に値する。
　（9）刑事・非刑事手続／処分相互の関係における二重の危険
　この時代においては、各種新立法（特に禁酒関係法規、それに付随する租
税関係法規など）により様々な形態で一つの行為に対する制裁が規定され
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るようになったことから、刑事手続とその他の手続における訴訟の重複、
刑罰及び各種処分の重複が問題とされるようになった。
　　　　　　　　　　　　　　（310）　まず、1926年のκ％ゆ勿は、0吻の適用の有無を判断するために立法
者の意図を探究した結果、当該規定の目的を「処罰」目的ではなく「予
　　　　　　　　　　　　（311）防」目的であると判断し、Sホo彫を引きつつ刑事訴訟と民事訴訟における
立証基準の違いを指摘して、res　judicataが働かないことを確認し、刑事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（312〉無罪判決後のエクイティー上の（民事）訴訟を肯認した。
　また、「犯罪を実行するに際し用に供された財産を没収する対物手続」
との関係が問題となった1931年のy47乞o％s　Z渉6窺sは、当該没収手続の名宛
人が財産そのものであり、対人手続である刑事訴追とは性質を異にするこ
と、本件没収処分が刑事処罰に含まれないことを理由に、二重危険条項の
適用を否定した。C吻においては、直接的には対物没収手続に対する
刑事無罪判決のres　judicataの効力の有無が争われたのに対し、ここでは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（313）明確に二重危険条項が間題とされている点に特徴があるといえよう。
　さらに、1938年の〃1物h611においては、res　judicataと二重の危険の
両方が争点となり、両者が明確に区別され、さらに、前訴が刑事訴訟であ
る事案において、二重危険条項により後訴が禁止される場合を判別する基
準が明らかにされた。この判決は、①刑事訴追後の非刑事（租税）訴訟の
場面においてres　judicataが働かないこと、②二重危険条項が禁止してい
るのが、同一犯罪についての二重処罰ないし刑事的に二回目の処罰を試み
ることであること、③したがって議会は二重危険条項に反することなく同
一の行為について刑事制裁だけでなく非刑事制裁をも規定することができ
ること、④後訴の目的が処罰であることによって本質的に刑事的な手続と
なる場合には、前訴において刑事有罪ないし無罪判決が下されたことを条
件に、後訴が二重の危険によって阻止される一方、後訴が救済的制裁の実
現のための非刑事手続であれば二重の危険によって阻止されないことを判
示したものであるといえよう。
　ここでは、前記のように明確に二重の危険とres　judicataが区別されて
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いる点、前訴が刑事訴訟である場合につき、後訴の目的が処罰にある場合
にはその手続が刑事的となり、二重の危険によりその手続自体が阻止され
ることが明示されている点、右目的の探究にあたって、立法機関の意図が
　　　　　　　　　　　　（314）重視されている点が特に注目される。
　㈹小　　括
i第二期における二重の危険の発展一英国コモン・ローからの「独立」一
　以上のことからすると、表面的には、この時期における連邦最高裁によ
って認められた二重の危険の保障は、連邦法域における無罪判決後の検察
官上訴の禁止、同法域における同一手続内での二重処罰の禁止一実際にい
ったん処罰を受けたとされる場合のみ一に限定されていたように見える。
　しかし、この時代において二重「審理」の禁止および評決前の危険発生
の点が再確認され、これらが強固に主張される地盤が固められたことは、
その後の二重の危険の適用範囲の拡大を予感させるものであった。もちろ
ん、この時代においてこの要請を反映して結論的に二重危険条項の適用を
拡大するまでにいたった判決は見られなかったが、少なくとも法廷意見に
おいてこうした要請の存在が承認されるようになり、反対意見や補足意見
においてこれらの保障の重大性が強調されるようになっていったことは認
めることができよう。
　一方、評決前の危険発生が確認されたのを受け、具体的な危険発生時期
の問題が提起されるようになったのも、この時代の特徴の一つである。実
際には、「単に罪状認否（アレインメント）や起訴に対する答弁をなしただ
　　　（315）　　　　　　　　　　　　（316〉け」の段階や、予備審問を経ただけの段階においては危険はいまだ発生し
ていないものとされ、この点で結論的に二重の危険による保護の範囲が拡
大されたわけではなかったが、新たな展開を予感させるものであった。
　また、same　offenseの判断基準については、第一期の末に示された同
一証拠テストを単に確認するのではなく、新たな基準を模索するという方
向性が見え始めている。ここでは、特殊な事案につき、ひとまず当該事案
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を解決するための基準を探るもの、あらゆる事案に適用しうる安定的な基
準を探るものという二つの流れが見えているように思われる。このような
流れの中、研o漉枷㎎ε7基準が提示され、後に二重の危険の犯罪同一性に
ついての基準として用いられるようになったのは、犯罪を定義し処罰を設
定する権限が立法機関に存するものであることが再確認されるようにな
り、それを最大限に尊重するためにこの基準が適していたこと、また文言
上すっきりしており判文上用い易く、安定性もある基準であると捉えられ
たことによるものと推測される。ただ、この基準は二重危険条項による被
告人の保障の範囲を狭く設定することとなる可能性を有していたため、後
に反対説が出てくることは十分予想された。
　　　　　　　　　　　　　　　　（317）　また、res　judicataと二重の危険の関係について、興味深い展開が見ら
れた。この時代においては、それまで非刑事訴訟において用いられてきた
res　judicataが刑事訴訟においても存在すること、そしてこれは二重の危
　　　（318）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（319）険とは独立したものであることが連邦最高裁によって確認された。このよ
うに二重の危険とは区別されたres　judicataが刑事事件に適用されるよう
になったことは、二重の危険という観点だけからすると特に「発展」とし
て捉えるべきものではないようにも見える。しかし、被告人の再訴からの
保護という視点で捉えれば、「発展」といってよいように思われる。これ
は、二重の危険が適用されない場面においても被告人が再訴から保護さ
れ、さらにその保護の範囲が拡大されて行く過程として捉えることができ
る。こうした流れの中で、このres　judicataに基づく被告人の保護（少な
くともその一部）が後に二重危険条項に読み込まれて憲法上の保障にまで
高められていくことになるのである。
　他方、同一手続における二重処罰の場面においては、基本的には第一期
の流れが踏襲され、いったん刑が執行されたものと見られる場合にのみ、
以後の宣告刑の訂正ないし執行が二重危険条項により厳格に禁止されるこ
ととされ、それ以外一執行前の宣告刑の訂正等一の場合には、二重危険禁
止条項は適用されないというのが連邦最高裁における支配的な見解であっ
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たように思われる。
　さらに、刑事一非刑事手続間での手続の重複、処罰・処分の重複という
点に関しても、直接二重危険条項を適用してこれを禁止した判決は出てい
（31D）
ない。しかし、一定の手続ないし処分が非刑事的ないし救済的ではなく、
本質的に刑事的ないし罰的（pena1）であれば、有罪判決ないし無罪判決
後にこれらの手続を行うことは二重危険条項によって禁止されることが明
示された。これにより、いったん刑事訴追を受けた者については、同一の
事実に関する限り、二重危険条項によって後の非刑事手続が阻止される可
　　　　　　　　　　　　（321）能性がでてきたことも確かである。
　そして、有罪破棄後の再訴追、評決前の手続打切り後の再訴追、州にお
ける刑事手続の場面における二重の危険は、結論的に見れば第一期よりそ
の適用範囲が広がったわけではなかったが、後の更なる発展を予測させる
点も多かった。
　他方、州・連邦による連続訴追・処罰については、一L儒㌶が明確に二重
危険条項の適用範囲を連邦による二重訴追の場合に限定し、それに対する
反対意見も示されなかったことにより、この点での発展の芽が摘まれてし
まったかにも見えた。しかし、その一方で二重主権論の適用範囲を限定し
ようとする動きもあり、二重危険条項適用への道が完全に閉ざされてしま
ったわけではなかったと考えるべきであろう。
　さて、この時代における以上のような一連の流れを二重の危険の発展と
いう観点から捉えた場合、どのような言葉で表現するのが適しているだろ
うか。
　ここで示された動きは、英国コモンローからの脱却という共通の特徴を
示しているように見える。もちろん、州手続への連邦憲法規定の適用の可
否、二重主権論との関係など、第一期においてすでに合衆国固有のものと
して存在していた問題もあったが、この時代においては、さらに英国とも
共通する間題について、アメリカ型の展開が見え始めているのである。危
険発生時期の議論や二重審理禁止の要請の尊重、非刑事手続における原理
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の刑事手続への応用、same　offenseの判断基準の変遷などはその点を示
しているものといえよう。有罪破棄後の再訴追を憲法上の特権の放棄の理
論で説明しようとしたのも、そのような姿勢を反映しているように思われ
る。
　かくして、この時代の二重の危険の展開を一言で表現するならば、「独
立」という言葉が最適であるように思われる。13州が一つの国家として英
国から独立し、合衆国憲法が制定されて、自由が高らかに宣言されて以
来、アメリカにおいては、二重の危険もまた一徐々にではあるが一確実に
「独立」へ向けて発展してきたのである。そして、こうした流れを受け、
後にアメリカ型の二重の危険を支える様々なpolicyが明確に主張される
ようになるが、その胎動はこの時代においても看取される。次に簡潔にそ
の点を指摘しておきたい。
ii二重の危険を支えるpolicyの萌芽
　この時代における展開を、二重の危険を支えるpolicyという点から眺
めるならば、次のようなことがいえるだろう。まず第一に、二重審理の禁
　　　　　　　　　　　　　　（322）止という要請の台頭を受け、κ勿彫7においては無罪評決の終局性が強調
　　　　　　　　　　（323）され、またS吻7の補足意見においては証拠不十分を理由とする無罪判決
の終局性が絶対的であるべきことが主張された点を指摘せねばならない。
これは、少なくとも無罪評決・判決の終局性（finality）の維持というpo1－
icyに道を拓く可能性を蔵していたといえよう。
　また、犯罪を定義し処罰を定める権限ないし各種制裁を定める権限との
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（324）関連で、立法機関の権限の尊重ないし立法者意思の尊重の視点が打ち出さ
れている点も重要である。それを最もよく示していると思われるのが、
　　　　（325）1943年の∬6ssにおけるFrankfurter補足意見である。すなわち、議会が
同一の行為につき、別々の手続を通じて二種類の制裁を科すことを規定し
た場合、「それら二つの手続が、ある違法行為（wrong）について議会が
予め規定している救済を実現しているにすぎないときは、それらの手続に
より何人も同一の犯罪について二重の危険に置かれることはない。議会
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は、このように規定することで、その意図している制裁全体を、一つでは
なく別々の訴訟を通じて実現しようとしているにすぎない。議会は、こう
することにより一つの処罰を科しているにすぎない。そして二重危険条項
は議会が処罰的救済を実現するためにそのような手続を規定することまで
禁止してはいない」というのである。1946年のP伽肋吻％で、共謀罪とそ
の実体（実行）を「分割しそれぞれにつき別々の罰則を設ける立法機関の
　　　　　　　　　　　　　　（326）権限は、十分に確立されたものである」とされ、1956年の1▽61so％で「当
裁判所は、二重処罰を意図したものとしか解しえない規定が存在しない限
り、議会が二重処罰を許容することを意図していたものと推測することは
　（327）
しない」とされているのも、こうした流れの中に位置づけることができる
のではないだろうか。
　さらに、特にこの時代の後半においては、二重の危険が禁止される目
的、二重の危険が防止しようとしている被告人の不利益、二重の危険が被
告人に付与しようとしている利益ないし権利、それと対立する公益という
ものが徐々に明らかにされるようになってきている。1949年肱46の
「圧制による手続」、「自己に対する裁判を特定の裁判所により完結させて
もらう被告人の貴重な権利」、「正当な判決によって完結することが想定さ
れている公正な裁判に向けられた公衆の利益（公益）」、その反対意見にお
ける「繰り返し審理にさらされることによる被告人への嫌がらせ」との
（諺8）
表現や、1953年のBzoo々のDouglas反対意見において「検察側が、より
有利な時期を待ち受けるために、あるいは新たな証拠を収集するために、
ないしは検察側証人の証言の不備を補うために、自ら裁判を途中停止させ
　　　　　　　（329）る（call　a　halt）こと」の危険1生が認識されていること、1957年のy4嬬
の一部反対意見において「有罪を確保するために国側に新たな証拠を収集
　　　（330）させる目的」で陪審が解散されることの危険性が指摘されていることなど
は、まさにこのことを示す好例であるといえよう。これらは、あるいは二
重の危険の目的を暗示し、あるいは二重の危険が禁止される場合とそうで
ない場合とを区別する際の利益衡量の素材を提供するものであり、さらに
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は特定のpolicyを基礎付ける利益でもある。
　このように見てくると、この時期は「policyの萌芽期」として捉える
ことができよう。Policyへの関心が芽生え、判決の中に言葉として登場
し、次第に強調されるようになっていくこうした過程を経て、いよいよ
様々なpolicyが一斉に開花する時代に突入することとなる。
（249）　なお、二重主権論と二重の危険にっいて判示したものとしては、本文掲記のも
ののほか、州裁判所において共謀の対象となった実行犯罪について無罪とされた
後、連邦裁判所において右共謀罪で訴追がなされた場合に関するUnited　States　v．
Mason，213U．S．115（1909）などがある。なお、軍事裁判所と当時米国領であっ
たフィリピン諸島の通常裁判所との関係において二重の危険の適用があるかという
点が争点となったGrafton　v．United　States，206U．S。333（1907）における法廷意
見（Harlan裁判官執筆）は、いったん管轄を有する軍事裁判所において無罪判決
　を受けた者は、再度同一の犯罪について通常裁判所による審理を受けないものとし
た。①軍事裁判所と通常裁判所の間においても二重の危険は適用される、②当該軍
事裁判所と通常裁判所がいずれも合衆国からその裁判権その他の権限を得ている以
上、「二重」主権論は意味を持たない、というのがそこで用いられた理由付けであ
　った。???「??「???260US．377（1922）．
Z4．at382．
350U．S．497（1956）．
ノヒノ．at509－510．
β勉4勿及びBo之詔のほか、単一の犯罪に対して誤って二つの刑が宣告された
場合に関するHoliday　v．Johnston，313U．S．342（1941）や、機器の不備によりい
　ったん失敗に終わった死刑執行をやり直す場合に関するLouisiana　v．Resweber，
329U．S．459（1946）、さらに、法定の要件に反し被告人の出席なくして保護観察
処分が言渡された後に拘禁刑を宣告した場合に関するPollard　v．United　States，
352U．S．354（1957）などがある。これらの判決においては、いずれも当該行為は
二重危険条項に違反しないとされた。
（255）　318U．S．50（1943）．
（256）敷勿舵Lange，85U．S．（18Wall．）163（1874）．
（257）　β窺4勿・，318U．S．，at52．
（258）厄．at53－54．
（259）　330U．S．160（1947）。
（260）　Q％o渉初g〃o〃z動名召Bonner，151U．S．242，260（1894）．
（261）　この箇所に付された注の中で、Black裁判官は五伽g6と本件の違いにつき、
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五朋望においては被告人が罰金を支払うことにより有効な（有効でありえたP）
宣告刑のもとでの処罰を受けたのに対し、本件においては必要的宣告刑たる拘禁刑
及び罰金刑が裁判所によって宣告されるまでは上告人は何ら適法な処罰を受けてい
ないことを指摘している。βoz㌶，330U．S．，at167n．2．なお、ゐ碗g6に対する記述の
直後にB解41のを関連判例として掲げていることからすると、この理は、β昭4勿
　との関係でも妥当するものと考えられているようである。乃躍．
（262）躍。at165－167．
（263）本文掲記のもののほか、フィリピン諸島において、当地の刑事訴訟法の規定
が、刑事訴訟において非刑事の責任をも評価することを含んだものとなっていると
　したChantangco　v．Abaroa，218U．S。476（1910）や、詐欺的手段による剰余資産
　（surplus　property）の取得に対する一定金額の国への支払いを規定した連邦法の
規定が「罰的（penal）」ではなく「本質的に非刑事的（civil）な財産回復（reco早
ery）」を定めたものであるとしたRex　Trailer　Co．v．United　States，350U．S。
148（1956）、民事法廷侮辱による制裁は証言強制を目的としており、「処罰的ない
　し抑止的目的」に資するものではないとして後の刑事訴追を阻止しないとした
Yates　v．Unite（1States，355U．S．66（1957）などがある。
　　なお、United　States醗πgl．Marcus　v・Hess，317U．S．537（1943）のBlack
判事執筆による法廷意見は躍砒h611を踏襲し、救済目的一非刑事手続基準に基づ
いて刑事訴追後の課税訴訟を肯認したが、Frankfurter判事は補足意見において以
下のように述べ、当該基準に対する疑問を提起し、二重危険の抗弁が棄却されるの
は、むしろ以下のような理由によるとした。「（法廷意見が用いた基準は、）人間的
な利益一二重危険条項はこれを守るために修正第5条に規定された一の保障が問題
　となっている場合には、複雑すぎる。……我々は、res　judicataの法理もひとまず
脇におかねばならない。これは主として司法（機関のため）の法理であり……、そ
の狙いは、同一の当事者間においてすでに（裁判を通じて）決定された争点を再度
審理することに伴う　（裁判所側の）無駄と苦痛を避ける点にある。二重の危険の法
理はそれとは異なる歴史を持つ。これは文明的な正義の観念を侵害する圧力や制裁
から守られるという憲法上の保障の一部を構成するのである。……（議会が同一の
行為に対して二種類の制裁を規定し、かつ、これらの制裁を別々の手続によって実
現することを規定しているような場合、）それら二つの手続が、ある違法行為
（wrong）にっいて議会が予め規定している救済を実現しているにすぎないときは、
それらの手続により何人も同一の犯罪について二重の危険に置かれることはない。
議会は、このように規定することで、その意図している制裁全体を、一つではなく
別々の訴訟を通じて実現しようとしているにすぎない。議会は、こうすることによ
　り一つの処罰を科しているにすぎない。そして二重危険条項は議会が処罰的救済を
実現するためにそのような手続を規定することまで禁止してはいないのである。
　　・（修正第5条が起草された時代には、一つの行為について刑事・民事処分を刑
事・民事手続を通じて両方実現する立法が頻繁になされていたが、）二重危険条項
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もその時代の文脈に応じて解釈されなければならない。修正第5条の起草者達が、
その時代に、彼らが批准を求めて提出した二重危険条項の保障を侵害するような立
法を行い、その後もそのような立法を続けたと考えるのは、彼らに対する尊敬の念
を甚だしく欠くこととなるだろう。」14．at553－556（Frankfurter，」．，concurring）．
（264）
（265）
（266）
（267）
272U。S．630（1926）．
ノ認．at631－633．
282U．S．577（193！）．
United　States　v．La　Franca，282U。S．568（1931）．ただし、修正第5条を適用
したわけではない。後掲注（315）参照。
（268）　y4ガoπs　Z彪nzs，282U．S．，at580－582．
（269）　303U．S．391（1938）．
（270）　　九！．at397－404．
（271）　Coleman　v．Tennessee，97U．S．509（1879）．
（272）　Kepner　v．United　States，195U．S．！00，128（1904）．
（273）　United　States　v．Bal1，163U．S．662（1896）．
（274）Mckema裁判官とWhite裁判官が同調していた。
（275）S66United　States　v．Scott，437U．S．82，90n．6（1978）なお、この反対意見
が「合衆国最高裁判所の判例の中でどのような重さを持つのか」を検討しているも
　のとして、中野目善則「検察官上訴と二重の危険」（以下「検察官上訴」）比較法雑
誌17・1・49、59－62（1983）。
（276）有罪判決破棄後の再訴追の事案における危険継続論につき、Georgia　v．Price，
398U．S．323（1970）；Justices　of　Boston　Municipal　Court　v．Lydon，466U。S．294
　（1984）参照。また、手続打切り後の再訴追の事案における危険継続論につき、Ri－
chardson　v．United　States，468U．S．317（1984）参照。
（277）以上につき、Kepner　v．United　States，195U．S．100（1904）；拙稿「アメリカ
合衆国における二重の危険の発展過程（2）」（以下「発展過程（2）」）早法77・
　2・59、77－78（2002）参照。また、この判決を分析するものとして、高倉新喜
「検察官上訴の研究一二重の危険の原理の観点から一」（以下「研究」）北大法学研
究科ジュニア・リサーチ・ジャーナル1・71、77－78（1994）などがある。
（278）以上にっき、Sapir　v．United　States，348U．S．373（1955）；拙稿「発展過程
　（2）」・前掲注（277）・78－79参照。
（279）　Ba11v。United　States，163U．S．662（1896）．
（280）連邦最高裁判所は後にこの法理を放棄することとなる。S66Green肌United
　States，355U．S．184（1957）；United　States　v．Tateo，377U．S．463（1964）．
（281）Carter　v．Mclaughry，183U。S．365（1902）；拙稿「発展過程（2）」・前掲注
　（277）・60－61、66参照。なお、同一証拠テストのさらに詳細な分類にっき、Com－
ment，71痂06劾乃o卿吻7，75YALE　L．」．262，267－275（1965）（hereinafter℃om－
ment7）．
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（282）以上につき、Burton　v．United　States，202U．S．344（1906）、拙稿「発展過程
　（2）ゴ・前掲注（277）・82－83参照。なお、この判決が同一証拠テストの亜種として
の「同一性」テストを示したものであるとするものとして、Comment，s吻廻note
281，at273n．53．
（283）本判決は、上記の基準を提示した後、「確かに被告人の行為（conduct）は同
一であったが、二つの犯罪が生じており、それぞれの犯罪において他方の犯罪に包
摂されない要素」があったとの表現をも用いている。Gavieres　v．United　States，
220U。S．338，345（1911）．このような点から、本判決を同一証拠テストの亜種とし
ての「異なる要素」テストを提示したものとして分類するのは、Comment，s砂昭
note281，at273n．52．このほかにも、この判決を「犯罪の要点（gist　of　the
offense）」に着目したものとして琢勿nl6Nielsen，131U．S．176（1889）（拙稿
「アメリカ合衆国における二重の危険の発展過程（1）」（以下「発展過程（1）」）
早法77・1・163、186－187も参照）と同列に扱うのは、GEoRGEC．THoMAs　III，
DouBLE　JEopARDY　THE　HlsToRY，THE　LAw97－98　（1998）。
（284）以上につき、Gavieres　v．United　States，220U．S．338（1911〉；拙稿「発展過
程（2〉」・前掲注（277）・83－84参照。なお、この判決を分析するものとして、高
倉新喜「一事不再理の効力と既判力（拘束力）について一コラテラル・エストッペ
ル（coIIateralestoppe1）を参考にして一（一）」・北法51・1・1、46－48（2000）。
（285）以上につき、Diaz　v．United　States，223U．S．338（1912）；拙稿「発展過程
（2）」・前掲注（277）・84－85参照。
（286）FRIEDLAND，DouBLE　JEopARDY109n．3（1969）においては、この点が指摘され
ており、この基準が本来Blockburger　Testではなく、Gavieres　Testと呼ばれる
べきものであるとされている。
（287）逐次執行の刑の宣告（cumulative　sentencing）を立法機関が意図していたか
否かを判定するための基準として用いられたものである。Blockburger　v．United
States，284U．S．299，304（1932）．S664LAFAvE＝IsRAELニKING，CRIMINAL　PRocEDuRE
647（2nd　e（i．，1999）（hereinafter　LAFAvE　et　aL）．
（288）S66THoMAsIII，sゆ襯note284，at98．なお、Bloo勧％堰67で示されたルールが、
「被告人を一度だけ処罰することを議会が意図していた可能性を示す状況が存在す
　る場合に、二重処罰に関する立法者意図を推認するために用いられる憲法上の推定
法則」であるとするのは、Westen＆Dmbe1，To磁毎αG6％6㎎」蹄60砂げ．Ooπ616
／60φα名4y，1978Sup．CT．REv．81，119－120n．181（1978）．
（289）以上につき、Blockburger　v．United　States，284U．S．299（1932）；拙稿「発
展過程（2）」・前掲注（277）・86参照。なお、この判決を分析するものとして、高
倉新喜「一事不再理の効力と既判力（拘束力）について一コラテラル・エストッペ
ル（collateral　estoppe1）を参考にして一（二）」（以下「拘束力」）・北法51・2・
111、113－122（2000）などがある。Bloo勧％碧67の連邦最高裁判例上の位置付けに
っいては、北川佳世子「アメリカ合衆国憲法修正五条の『同一の犯罪』の判断基準
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について」鈴木（義）古稀・アメリカ刑事法の諸相・205、206以下（1996、成文
堂）；中野目善則「合衆国憲法第五修正の二重危険禁止条項に関する最近の動向一
再訴遮断の範囲をめぐって一」法学新報103・10・37、41以下（1997）参照。
（290）　ここでは、犯罪の同一性が要求されることについての参照判例として翫擁傑
　6Sが掲げられているが、そこで示された基準をここでも用いるべきかどうかにつ
　いては判断されていないように見える。
（291）以上につき、Pinkerton　v．United　States，328U．S．640（1946）；拙稿「発展
過程（2）」・前掲注（277）・85－86参照。
（292）以上につき、United　States　v．Oppenheimer，237U．S．85（1916）；拙稿「発
展過程（2）」・前掲注（277）・87－88参照。なお、この判決を分析するものとして、
高倉「拘束力」・前掲注（289）・150－152参照。
（293）以上につき、Collins　v．Loisel，262U．S．426（1923）；拙稿「発展過程（2）」・
　前掲注（277）・88－89参照。
（294）以上につき、Sealfonv．United　States，332U．S．575（1948）；拙稿「発展過程
　（2）」・前掲注（277）・89－90参照。なお、この判決を分析するものとして、高倉
　「拘束力」・前掲注（289）・152－157参照。
（295）以上につき、Yates　v．United　States，354U。S．298（1957）、拙稿「発展過程
　（2）」・前掲注（277）・90－91参照。
（296）United　States　v．Perez，22U．S．（9Wheat．）579（1824）．
（297）以上につき、Wade　v．Hunter，336U．S．684（1949）、拙稿「発展過程（2）」
前掲注（277）・92－94参照。
（298）以上につき、y4嬬，354U。S．，at341－342（Black，Douglas，JJ．，concurring　in
part　and　dissenting　in　part）、拙稿「発展過程（2）」・前掲注（277）・91参照。
（299）　この判決後、各州においては、州憲法ないし州法上、検察官上訴につき区々の
規定が設けられることとなった。S66Ralph　Slovenko，Th6五側on∠）o％ゐ16ルの一
　α綬y，30TuL．L．REv。409，427．
（300）　S66Palko　v。Connecticut，302U．S．319，328（1937）l　Bartkus　v．111inois，359
U．S．121，151（1959）（Black，Douglas，JJ．，and　Warren，C．J．，dissenting）．
（301）以上につき、Palko　v．Connecticut，302U．S．319（1937）、拙稿「発展過程
　（2）」前掲注（277）・94－95参照。なお、この判決を分析するものとして、村瀬直
養「検事上訴の違憲性について」法律新報757・16、17－18（1950）；中野目「検察
　官上訴」・前掲注（275）・68－70，野坂泰司「判批」・英米判例百選・別冊ジュリ
　139・36－37（1996）参照。
（302）以上につき、1％％Bradley，318U．S．50（1943）、前記三1（8）i参照。
（303）これは単に区別の一例を示しているだけであり、このほかにも分け方は考えら
れるだろう。刑の宣告手続は、事実審理と刑の執行との中間にあり、これらがそれ
　ぞれtria1、pmishmentとして明確に捉えられるのとは若干趣を異にする。なお、
　ここで区別が明確に示されなかったのは、この判決の出された当時においてはまだ
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North　Carolina　v。Pearce，395U．S．711（1969）が出されておらず、二重「訴追」
　と二重「処罰」の区別が具体的に示されていなかったため、厳密にこれらを区別す
　る必要がないと考えられていたからであるという可能性もある。なお、5　LAFAVE
et　a1．，s勿πm．286，at813に見られるように、この判決を二重処罰を問題としたも
のとして分類するのが一般的な立場のようであり、ここでもひとまずその分類に従
　っておく。
（304）　S66Bozza　v．United　States，330U．S．160，167n。2（1947）．
（305）以上につき、βoz詔，330u．s．160（1947）、前記三1（8）ii参照。
（306）　J．A．C．Grant，Th6Lαn詔ノ～π16げS鷹66ss乞∂6P名os66曜ズo％s，32CoLuM．L．REv．
1309，1311（1932）．
（307）以上につき、United　states　v．Lanza，260U．S．377（1922）、前記三1（7）
　i参照。
（308）以上につき、Pennsylvania　v．Nelson，350U．S．497（1956）、前記三1（7）
　ii参照。
（309）以上につき、Grafton肌United　States，206U．S．333（1907）、前掲注（249）
参照。
（310）　Coffey　v．United　States，116U．S．427（1886）．
（311）　Stone　v．United　States，167U．S．178（1897）．
（312）以上につき、Murphy　v．United　States，272U．S．630（1926）、前記三1（9）
　i参照。
（313）以上につき、Various　Items　of　Personal　Property　v．United　States，282U。S．
577（1931）、前記三1（9）ii参照。なお、この判決を分析するものとして、田村
泰俊「非刑事没収・追徴と合衆国憲法第五修正『二重の危険』一最近の合衆国最高
裁判所判例理論とその分析一」法学新報103・10・79、84（1997）；岡上雅美「アメ
　リカ合衆国における『犯罪』に対する非刑事的制裁と被告人の憲法上の諸権利」法
政理論31・3・193、202－203（1998）参照。
（314）以上につき、Helvering　v．Mitche11，303U．S，391（1938）、前記三1（9）iii
参照。なお、この判決を分析するものとして、佐伯仁志「二重処罰の禁止にっい
て」内藤古稀・刑事法学の現代的状況・275、288－289（1994、有斐閣）参照。
（315）　Bassing　v・Cady・，208U．S．386（1908）．
（316）　Collins　v．Loisel，262U。S．426（1923）．
（317）　この点について簡潔にまとめているものとして、Note，丁肋Do励」6形oφ伽め
　α翻s6αs召B召7オoノ～6Jnオ名o吻6初g　E毎46n66，89YALE　L．J．962，970－971（1980）．
（318）ただ、そうであるとすると、二重の危険はどこからその再訴遮断の効力を導き
出しているのかが問題となろう。この点、1943年の∬6ssにおけるFrankfurter補
足意見において、res　judicataが「主として司法（機関のため）の法理であり
　　・・、その狙いは、同一の当事者間においてすでに（裁判を通じて）決定された争
点を再度審理することに伴う（裁判所側の）無駄と苦痛を避ける点にある」一方、
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二重の危険が「それとは異なる歴史を持」ち、「文明的な正義の観念を侵害する圧
力や制裁から守られるという憲法上の保障の一部を構成する」ものであるとされて
　いる点は注目に値する。UnitedStatesεκ名〆．Marcus紘Hess，317U．S．537，555
　（1943）　（Frankfurter，J．，concurrin9）．
（319）こうした理解は、一定の事実がres　judicataになるか否か、二重の危険になる
か否かが別々に争われ、それぞれについて別々に判断が示されたHelvering　v．
Mitchel1，303U．S。391（1938）においても維持されており、すでに連邦最高裁判例
　として定着していたというべきである。
（320）United　States　v．La　Franca，282U．S．568（1931）は、酒類販売を行ったにも
かかわらず所定の税金を支払わなかったレストラン経営者La　Franca一右販売行
為に対する略式起訴により有罪とされ罰金も支払済みであった一に対し、国が税金
及び過料の支払を求めたという事案にっき、二重危険条項違反ではなく、Willis－
Campbell法第5条一ある行為が従来の「法律のみならず、連邦禁酒法ないし本法
　に違反する場合には、当該行為ないし犯罪に対するいずれかの法規に基づく有罪は
その他の法規に基づく当該行為ないし犯罪に関する訴追（prosecution）を阻止す
　る」ことを規定していた一違反となることを理由に、当該訴訟を違法とした。な
お、Sutherland裁判官執筆による法廷意見の内容は以下のとおりである。
　「租税taxとは、国の（経済的）支えを支給するための一定の強制的な寄与（貢
献）である。本件規定において用いられている制裁金（過料penalty）とは、違法
行為に対する処罰として法律によって科される一定の強制的な金銭の徴収（exac－
tion）である。この二つの言葉は互換性をもたない。……被上訴人は、本件で財産
回復の訴えの基礎とされているのと全く同一の行為について、すでに刑事訴追され
　て有罪とされ、処罰されている。（したがって、）当然、被上訴人が、刑事裁判にお
いて同一の行為に基づいて訴追される可能性はなかった。では、二度目の訴訟が非
刑事訴訟であることにより、……この原則に変化は生じるだろうか。……（Willis－
Campbell法第5条の『訴追prosecution』という文言の解釈が問題となるとこ
　ろ、）犯罪と宣言された行為に基づき制裁金の支払いを求める訴訟は、それが非刑
事訴訟の形式をとっていたとしても、本質的には、処罰的な手続である。そして、
『訴追』という言葉は、このような訴訟を指し示すものとしても不適切とはいえな
　い。」厄。at572－575．
（321）ただ、ここで刑事手続後に行うことが二重危険条項により禁止されるとされた
　（形式上の）非刑事手続が刑事手続に先行する場合や、右非刑事手続自体が重複す
る場合についてもこの理が妥当するのかどうかは、この時点ではまだ明らかにされ
　ていなかったものといえよう。
（322）
（323）
（324）
（325）
Kepner　v．United　States，195U．S．100（1904）．
Sapir　v．United　States，348U．S．373，374（1955）（Douglas，」．，concurring）．
この点については、Comment，s勿履note281，at302－317、
United　States醗名61．Marcus　v．Hess，317U．S．537，555（1943）．
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（327〉
（328）
（329）
（330）
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Pinkerton　v．United　States，328U．S．640，643（1946）．
Pennsylvania　v．Nelson，350U．S．497，509－510（1956）。
以上につき、Wade　v．Hunter，336U．S．684（1949）．
Brock　v．North　Carolina，344U．S．424，442（1953）（Douglas，」。，dissenting）．
Yates　v．United　States，354U．S。298，342（1957）（Black，Douglas，∬．，
concurring　in　part　an（i　dissenting　in　part）。
四　第三期の二重の危険（1957年Green以降）
1．連邦最高裁判決
　上で見たように、第二期において特に二重審理の禁止という側面におい
て興味深い展開を見せた二重の危険は、第三期においてさらなる発展を遂
げる。ここでは、二重の危険の保障の具体的な目的を明示した1957年の
G名％％を皮切りに、今日にいたるまでに下された重要な連邦最高裁判決
を紹介・検討し、この時代における合衆国における二重の危険の発展過程
およびその最終的な到達点を確認してみたい。
　（1）二重の危険の目的
　第二期とこの時代の分水嶺をなす判決として捉えられるのが、Oz召躍
である。（擁6％において、それまで明示されてこなかった二重の危険の
　　　　　　　　　　　　　　　（331）具体的な目的がようやく明らかにされた。ここでは、右G卿ηの当該判
示部分のほか、完全な審理を経て有罪ないし無罪の判断が下されない限り
危険が発生しないとする英国コモンロー上の原則の目的について述べた
B麟zの当該判示部分を紹介する。
　　　　　　　　　　（332）i　Green　v．United　States（1957）
（i）判示事項
　修正第5条において二重の危険を禁止する目的は何か
（ii）　判　示〔Black裁判官執筆一Douglas裁判官朗読一による
　　法廷意見より〕
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　「『二重の危険』からの憲法上の保障は、ある個人が、その起訴された
犯罪にっいて二度以上（more　than　once）事実審理ないしそこで宣告され
る可能性のある有罪の危険に置かれることを防ぐために設けられたもので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（333）ある。一一（Blackstoneや当裁判所の判例であるLα％g6も、この点に触れてい
る）……この保障の根底にある理念一これは少なくとも英米法の体系にお
いては深く浸透しているものである一は、あらゆる資源と権力を有する国
家が、繰り返し、ある個人をその起訴された犯罪について有罪とする機会
をもち、それによりその個人を当惑させ、経済的出費を余儀なくし、苦痛
を与え、かつ、不安や不確実な地位が持続する状態に追い込み、さらには
無実であるにもかかわらずその個人が有罪と認定されてしまう可能性を増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（334）大させるなどということは許されてはならないという理念である。」
　　　　　　　　　（335）〔参考〕Crist　v．Bretz（1977）
（i）判示事項
　英国コモンローにおける二重の危険の目的は何か
（ii）判　示〔Stewart裁判官執筆による法廷意見より〕
　「修正第5条の二重の危険からの保障は、英国コモンローに由来する。
右コモンローは、当時においても、そして今日でも、比較的単純な原則に
従っている。すなわち、被告人が危険に置かれたこととなるのは、完全な
審理を経て有罪ないし無罪とされた場合に限られるという原則である。こ
のような原則は、resjudicataやcollateralestoppe1が目的としているの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（336）と類似の一判決の終局性を維持するという一目的に資するものである。」
　（2）「危険」の意義
　1970年代に入ると、jeopardyが何を意味するのか、すなわちそれが何
に対する危険を指しているのか一処罰される危険なのか、有罪とされる危
　　　　　　　　　　（337）険なのか一についての判決が出されるようになる。ここでは、特に．P耽ε
を取り上げる。
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　　　　　　（338〉i　】price　v．Georgia　（1970）
（i）事案の概要
Earl　Price（以下X）は、謀殺の事実で起訴され、ジョージア州の郡裁
判所において審理を受けた結果、被包含犯罪たる故殺で有罪とされ、10年
から15年の拘禁刑を宣告された。州控訴裁判所は説示の暇疵を理由にこれ
を破棄し、再審理を命じた。再審理の結果、新たに選定された陪審はX
を再び故殺で有罪とし、10年の拘禁刑を科すことを決定した。これに対し
Xは州最高裁判所に（跳躍）上訴を申し立てたが、右裁判所はこれを右控
訴裁判所に移送し、当該控訴裁判所はXの有罪を維持した。Xは州最高
裁判所に上告したが、棄却されたため、さらに連邦最高裁判所に上告し
た。
　　　　（339）（ii）判示事項
修正第5条にいう「危険」は何に対する危険であるか
（iii）　判　決〔Burger長官執筆の法廷意見より〕
　「憲法（修正第5条）の『二度危険に置かれ（twice　put　injeopardy）』と
いう文言は、（Ballの判示の趣旨からすれば）すでに一度事実審理を経てい
るのと『同一の犯罪』で有罪とされる潜在的な可能性、換言すればそのリ
　　　　　　（3釦）スタに関係している。・・一二重危険条項は、前に述べたように、事実審理
または有罪のリスクないし危険に着目して設けられたものであって、評決
のもたらす究極的な法的帰結（処罰）のリスクないし危険に着目して設け
られたものではない。第一級謀殺につき再度起訴され、事実審理にさらさ
　　　　　　　　　　　　　　　　（341）れることは、軽視されてはならない苦痛なのである。」
（3）州の刑事手続と二重の危険
　（342）勘1肋でいったんは否定されたが、やはり修正第5条の二重危険条項も
いわゆる組み入れ理論（incorporation　theory）に基づき修正第14条を通じ
て州の刑事手続に適用されるべきではないかという議論がこの時代におい
ても繰り返し主張され、連邦最高裁判所の裁判官も徐々にこの見解を支持
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　　　　　　　　　（343）するようになって行った。そして、ここで紹介する1969年のβ6雇碗にお
いて、ついに修正第5条の二重の危険の禁止も修正第14条のデュープロセ
ス条項を通じて州の手続に適用されるという見解が法廷意見となることと
　（3翼）
なった。
　　　　　　　　　（345）i　Benton　v．Marylana（1969）
（i）事案の概要
　John　Dalmer　Benton（以下X）は、不法目的侵入（burglary）および窃
盗（1arceny）の事実で起訴され、メリーランド州裁判所において審理を
受けた結果、不法目的侵入で有罪とされた。しかし、第一審の陪審の選定
に毅疵があったとして控訴審は第一審判決を破棄し、Xの選択により再
審理がなされた。再審理の結果、Xは右両罪で有罪とされ、それぞれに
つき15年、5年の拘禁刑（同時執行）を宣告された。これを不服としてX
が控訴したが、メリーランド州特別控訴裁判所は原判決を維持したため、
Xが連邦最高裁判所に上告した。
（ii）争点
　憲法修正第5条の二重危険条項が修正第14条のデュープロセス条項を通
じて州の手続にも適用されるか
（iii）判　決〔Burger長官執筆による法廷意見より〕
　「（勘1肋は連邦の二重の危険に関する基準は州には適用されないとしたが、）
当裁判所は、ここ数年、『州による刑事裁判がデュープロセスに沿って行
われているかどうかを判断するにあたり、ますます（権利章典の）個々の
保障に着目するようになってきている』……。ますます多くの事案におい
て、当裁判所は、『修正第14条が州に適用を求めるのは、『権利章典の個々
の保障が薄められ、かつ主観的に解釈されたもの』であるとする考え方を
　　　　（誕6）
排斥してきた』……（さらに、）当裁判所が、刑事裁判において陪審裁判を
受ける権利が『アメリカの正義の構図（scheme　of　justice）にとって基本
　　　　　（級了）
的なものである』ことを認め、……修正第6条の陪審裁判を受ける権利が
修正第14条を通じて州にも適用されると判示したのはつい昨年（前開廷
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期）のことである。これらと同一の理由で、当裁判所は、本日、修正第5
条の二重の危険の禁止がわが国の憲法上の伝統（heritage）における基本
的な理念を体現しており、修正第14条を通じて州にも適用されるべきであ
ることを認める。この判示と矛盾する限りにおいて、勘漉oは変更された
ものとする。 ・いったんある特定の権利章典上の保障が『アメリカの正
義の構図にとって基本的』であることが決せられたならば、……同一の憲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（348）法上の基準が、州政府に対しても、連邦政府に対しても適用される。」
（以上第3回）
（331）後にGzθ卿を引きつつ二重の危険の「目的」に言及したものは多いが、Mor－
ris　v．Matthews，475U．S．237（1986）のように、「（畢寛、）二重危険条項の目的の
一つは、重複訴追を防止し、同一の犯罪での新たな事実審理（tria1）による当惑、
不安、そして経済的支出から個人を守ることである」などとして、0翅”で用いら
れた表現を若干修正しているものもある。
（332）355U．S．184（1957）．なお、事案のより詳しい紹介、具体的な争点、判旨につ
いては、後述四1（8）i参照。
（333）盈勿吻Lange，85U。S．（18Wall。）163（1874）．
（334）　0泥6％，355U．S．，at187－188．
（335）437U，S．28（1978）．なお、事案の概要、具体的な争点およびそれに対する判断
については、後述四1（4）ii参照。
（336）　B名α2，437U．S．，at33．
（337）本文掲記のP吻6のほか、Justices　of　Boston　Municipal　Court　v．Lydon，466
U．S。294（1984）など。
（338）　398U．S．323（1970）．
（339）本件での争点は、謀殺での起訴に対して故殺で有罪とされた後、その有罪判決
が破棄された場合に、さらに謀殺で再審理することが二重の危険に反するか；その
前提として州の手続に二重危険条項が適用されるか一これを肯定したBentonが遡
及効をもっか一などであった。これらの点につき、本判決は、Bentonは完全に遡
及的に適用される（Z4．at330n．9）；G名影η（後述四1（8）i参照）同様、故殺
での有罪評決は謀殺を暗に無罪とする評決であり、謀殺での再審理は無罪後の再訴
追となるため二重の危険に反し、許されない（羅．at326－329）とした。なお、本
判決は、同326頁において、次のように述べ、Holmes裁判官がKepner　v．United
States，195U．S．100，134－137（Holmes，J。，dissenting）で示したものよりも限定的
な危険継続論を提示している点でも注目に値する。日く、「（Ball　v、United　States，
163U．S．662（1896）は、有罪判決破棄後の再審理を許容するにあたり）、ある被
アメリカ合衆国における二重の危険の発展過程（3）（小島）　177
告人に対する刑事訴訟が完全にその自然の成り行きを辿り終え（完全に使命を果た
しrun　its　full　course）てはいない場合に適用される、「継続する危険』の概念を効
果的に構築したのである」と。そして、右法廷意見が同327頁の注4において、
「κの雛7および（弛6％後は、危険継続の原理は種々の利益一例えば、とりわけ、
社会に対する公正、終局性の欠如、および制限的放棄の利益一の混合（ama1－
gam）に基礎を置いているように思われる」としているのも重要な指摘であるよ
うに思われる。??P露66，398U。S．，at326．
ノヒノ．at331．
Palko　v。Connecticut，302U．S．319（1937）．
Black裁判官は、直接的には連邦の刑事訴追（無罪）の後に州の刑事訴追（有
罪）がなされた場合に関するBartkus　v．Illinois，359U．S．121，150－165（1959）
　（Black，Douglas，JJ．，andWarren，C．J．，dissenting）において、これを合憲とした
　法廷意見に対する詳細な反対意見を展開し、「同一の行為について人々を二度審理
　する国家の権限に対する恐怖感と嫌悪感」の長い歴史に言及し、二重審理及び二重
処罰を禁止することがいかに重要であるか、さらに二重訴追がどの主権（sover－
eign）によってなされたとしても、それを受ける側からすれば危険にさらされるこ
　とに変わりはないなどとして、二重審理が修正第5条及び修正第14条によって禁止
　されるべきである（にもかかわらず、法廷意見によればそれが禁止されないことに
　なってしまう）旨述べた。また、未必の故意による殺人（reckless　homicide）お
　よび非故意殺（involuntary　murder）の両訴因で州裁判所に起訴され、いったん
前者で有罪とされた後、再審理により再び同裁判所において別の陪審により同罪で
有罪とされた場合に関するCichos　v．Indiana，385U。S．76（1966）においては、法
廷意見は別の理由から上告を棄却してこの点についての判断を示さなかったとこ
　ろ、Black裁判官は上記反対意見と同旨の補足意見を出し、Fortas裁判官も修正
第14条のデュープロセスの保障には本件のような場合も含まれるとする反対意見を
執筆した。∫4．at80－82（Fortas，Douglas，JJ．，and　Warren，C．」．，dissenting）。
（344）以後全ての州手続きに関する二重の危険の争いについてβ襯粥が踏襲される
こととなる。Sε6Ashe　v．Swenson，397U．S．436，437n．1（1970）l　Waller　v．
Florida，397U．S．387，391n．2（1970）．なお、．β6窺o％の遡及性（retroactivity）が
争われたものとして、Price　v．Georgia，398U．S．323（1970）、
（345）　395U．S．784（1969）．
（346）Q％o励g〃o窺Malloy　v．Hogan，378U．S．1，10－11（1964）。なお、同引用箇所
の「権利章典の……解釈されたもの」とのくだりは、さらに同判決がOhioε％名61．
Eatonv．Price，364U．S．263，275（1960）（Brennan，」．，concurring）から引用し
　たものである。
（347）　Qz50！初g〃o”z　Duncan　v．Louisiana，391U．S．145，149（1968）．
（348）駕．at794－795．
